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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】下り勾配路を走行中のクルーズコントロール制
御に関して、ブレーキのフェードの抑制を図る。
【解決手段】目標車速に基づいて基本目標加速度を計算
し、さらに目標加速度を設定する目標加速度設定部と、
目標加速度と変速機の変速比とに基づいてエンジンの出
力制御を行う出力制御部と、負値に設定された目標加速
度に対しエンジンの出力制御では十分な減速が得られな
い場合に、ブレーキの自動介入制御による制動力を発生
させる自動ブレーキ介入制御部と、自車両の走行路の勾
配を検出する勾配検出部と、実車速と勾配と変速比選択
規制情報とに基づいて変速比を選択する変速比選択部と
、ブレーキの自動介入制御が所定時間以上継続したと判
定したことに応じ、目標加速度をより小さい値に引き下
げ、基本目標加速度が正値による設定値に達するまで維
持する割込制御を行う割込制御部と、割込制御の発生頻
度に基づいて、変速比規制を緩和させる。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エンジンと変速機とブレーキとを有する車両における運転支援制御を行う運転支援制御
装置であって、
　実車速と目標車速とに基づいて基本目標加速度を計算し、前記基本目標加速度に基づい
て目標加速度を設定する目標加速度設定部と、
　前記目標加速度と前記変速機の変速比とに基づいて前記エンジンの出力制御を行う出力
制御部と、
　負値に設定された前記目標加速度に対し前記エンジンの出力制御では十分な減速が得ら
れないと判定した場合に、前記ブレーキの自動介入制御による制動力を発生させる自動ブ
レーキ介入制御部と、
　自車両の走行路の勾配を検出する勾配検出部と、
　前記実車速と、前記勾配検出部が検出した勾配と、選択する変速比の範囲を規制する情
報である変速比選択規制情報とに基づいて前記変速比を選択する変速比選択部と、
　前記ブレーキの自動介入制御が所定時間以上継続したと判定したことに応じ、前記目標
加速度をより小さい値に引き下げ、該引き下げた状態を前記基本目標加速度が正値による
設定値に達するまで維持する割込制御を行う割込制御部と、
　前記割込制御の発生頻度に基づいて、前記変速比選択規制情報による規制を緩和させる
変速比選択規制緩和部と、を備える
　運転支援制御装置。
【請求項２】
　前記変速比選択規制緩和部は、
　自車両が下り勾配路の終了点に至ったと推定されたことに応じて前記規制の緩和を解除
する
　請求項１に記載の運転支援制御装置。
【請求項３】
　前記変速比選択規制緩和部は、
　前記規制の緩和度を前記実車速に応じて変化させる
　請求項１又は請求項２に記載の運転支援制御装置。
【請求項４】
　前記変速比選択規制緩和部は、
　発生間隔についての時間条件を満たす前記割込制御の発生回数をカウントし、該発生回
数のカウント値に基づいて前記規制を緩和させるか否かの判定を行う
　請求項１乃至請求項３の何れかに記載の運転支援制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両の運転支援のための制御を行う運転支援制御装置として、特にクルーズ
コントロール制御を行う運転支援制御装置についての技術分野に関する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００２】
【特許文献１】特開２０１２－２０６６９９号公報
【背景技術】
【０００３】
　例えば、ミリ波レーダ、赤外線レーザレーダ、ステレオカメラ等を用いて自車両前方の
車外環境を認識し、認識した車外環境に基づいて自車両の走行制御等を行う運転支援制御
装置が提案されている。このような走行制御の一つとして、自車両の速度を運転者操作に
基づくセット車速で一定に維持するクルーズコントロール制御が広く知られており、また
クルーズコントロール制御としては、自車両の前方に先行車両を検出したとき当該先行車
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両に対する追従制御を行うものも知られている（例えば、上記特許文献１を参照）。一般
に、このような追従走行制御は、車間距離制御付クルーズコントロール（ＡＣＣ：Adapti
ve Cruise Control）制御として実用化されている。ＡＣＣでは、自車両の前方に先行車
両を検出している状態では、自車速がセット車速以下であれば当該先行車両への追従制御
が行われ、先行車両への追従によりセット車速を超えてしまう場合、及び先行車両が検出
されていない状態ではセット車速での定速走行制御が行われる。
【０００４】
　ＡＣＣの実行中においては、自車両の先行車両に対する相対速度等の先行車両情報、或
いはセット車速と自車速との速度偏差等に応じて目標加速度（加／減速度）を設定し、電
子制御スロットル弁の開度制御（エンジンの出力制御）やブレーキ制御等により、目標加
速度に応じた加速度を発生させる。
【０００５】
　上記特許文献１には、ＡＣＣ中において、自車両の走行路の勾配検出を行い、勾配が一
定以下の場合は通常の変速マップ（平坦路用の変速マップ）、一定以下でない場合は勾配
用の変速マップを用いて自動変速機の変速比を制御することが開示されている。但し、こ
のような制御において、勾配センサに誤差が生じる場合は、本来であれば勾配用の変速マ
ップによってより大きな変速比（より低速側の変速比）へのダウンシフトが行われるべき
ケースにおいて、通常の変速マップが参照されて適正なダウンシフトが行われないという
問題が生じる。この際、自車両が下り坂を走行中であると、適正なダウンシフトが行われ
ないことにより不必要にブレーキがＯＮされてしまう。
【０００６】
　そこで、特許文献１では、自車両が下り坂を走行中の場合において、ＡＣＣ中のブレー
キ自動介入時間が所定時間以上経過した場合は、上記の速度偏差等から計算した目標減速
度（基本目標加速度）を強制的に下げ側にオフセット（つまり目標減速度としては上昇）
した値を目標加速度として設定して、比較的強い減速が行われるようにしている。これに
より、当該強い減速が行われた後の期間においてブレーキ不要期間を発生させることがで
き、ブレーキが長時間にわたってＯＮされてしまう事態の防止を図っている。この結果、
ブレーキのフェードの抑制が図られる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上記特許文献１の制御において、下り坂が比較的長く続くようなシーン
では、上記のような割込制御に伴う比較的強めのブレーキが頻発することとなるため、こ
の点でブレーキのフェードが問題となる。
【０００８】
　そこで、本発明は上記した問題点を克服し、下り勾配路を走行中のクルーズコントロー
ル制御に関して、ブレーキのフェードの抑制を図ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る運転支援制御装置は、エンジンと変速機とブレーキとを有する車両におけ
る運転支援制御を行う運転支援制御装置であって、実車速と目標車速とに基づいて基本目
標加速度を計算し、前記基本目標加速度に基づいて目標加速度を設定する目標加速度設定
部と、前記目標加速度と前記変速機の変速比とに基づいて前記エンジンの出力制御を行う
出力制御部と、負値に設定された前記目標加速度に対し前記エンジンの出力制御では十分
な減速が得られないと判定した場合に、前記ブレーキの自動介入制御による制動力を発生
させる自動ブレーキ介入制御部と、自車両の走行路の勾配を検出する勾配検出部と、前記
実車速と、前記勾配検出部が検出した勾配と、選択する変速比の範囲を規制する情報であ
る変速比選択規制情報とに基づいて前記変速比を選択する変速比選択部と、前記ブレーキ
の自動介入制御が所定時間以上継続したと判定したことに応じ、前記目標加速度をより小
さい値に引き下げ、該引き下げた状態を前記基本目標加速度が正値による設定値に達する
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まで維持する割込制御を行う割込制御部と、前記割込制御の発生頻度に基づいて、前記変
速比選択規制情報による規制を緩和させる変速比選択規制緩和部と、を備えるものである
。
【００１０】
　これにより、割込制御が頻発する長い下り勾配路を走行中である場合に対応して、より
低速側の変速比へのダウンシフトを促す制御が行われる。
【００１１】
　上記した本発明に係る運転支援制御装置においては、前記変速比選択規制緩和部は、自
車両が下り勾配路の終了点に至ったと推定されたことに応じて前記規制の緩和を解除する
ことが望ましい。
　これにより、下り勾配路が終了するまでブレーキのフェード抑制効果を継続させること
が可能とされる。
【００１２】
　上記した本発明に係る運転支援制御装置においては、前記変速比選択規制緩和部は、前
記規制の緩和度を前記実車速に応じて変化させることが望ましい。
　これにより、下り勾配の大きさに応じて、適切な度合いで規制が緩和される。
【００１３】
　上記した本発明に係る運転支援制御装置においては、前記変速比選択規制緩和部は、発
生間隔についての時間条件を満たす前記割込制御の発生回数をカウントし、該発生回数の
カウント値に基づいて前記規制を緩和させるか否かの判定を行うことが望ましい。
　これにより、同一の下り勾配路内における割込制御の発生頻度を適切に検出可能とされ
る。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、下り勾配路を走行中のクルーズコントロール制御に関して、ブレーキ
のフェードの抑制を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】実施の形態の車両制御システムの構成を示した図である。
【図２】実施の形態のＡＣＣ制御に係る処理の概要を説明するための図である。
【図３】割込制御処理の概要を説明するための図である。
【図４】変速比選択の規制緩和処理についての説明図である。
【図５】ＡＣＣのメイン処理のフローチャートである。
【図６】割込制御処理部に対応した処理のフローチャートである。
【図７】規制緩和処理部に対応した処理のフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　＜１．システム全体構成＞
　図１は、本発明に係る実施の形態としての運転支援制御装置を備えた車両制御システム
１の構成を示している。なお、図１では、車両制御システム１の構成のうち主に本発明に
係る要部の構成のみを抽出して示している。
　車両制御システム１は、自車両に対して設けられた撮像部２、画像処理部３、メモリ４
、運転支援制御部５、表示制御部６、エンジン制御部７、トランスミッション制御部８、
ブレーキ制御部９、センサ・操作子類１０、表示部１１、エンジン関連アクチュエータ１
２、トランスミッション関連アクチュエータ１３、ブレーキ関連アクチュエータ１４、及
びバス１５を備えて構成されている。
【００１７】
　画像処理部３は、撮像部２が自車両の進行方向（本例では前方）を撮像して得られた撮
像画像データに基づき、車外環境の認識に係る所定の画像処理を実行する。画像処理部３
による画像処理は、例えば不揮発性メモリ等とされたメモリ４を用いて行われる。
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　撮像部２には、２つのカメラ部が設けられる。各カメラ部は、それぞれカメラ光学系と
ＣＣＤ（Charge Coupled Device）やＣＭＯＳ（Complementary Metal Oxide Semiconduct
or）などの撮像素子とを備えて構成され、前記カメラ光学系により前記撮像素子の撮像面
に被写体像が結像され、該撮像素子にて受光光量に応じた電気信号が画素単位で得られる
。
　各カメラ部は、いわゆるステレオ撮像法による測距が可能となるように設置される。そ
して各カメラ部で得られた電気信号はＡ／Ｄ変換や所定の補正処理が施され、画素単位で
所定階調による輝度値を表すデジタル画像信号（撮像画像データ）として画像処理部３に
供給される。
【００１８】
　画像処理部３は、ステレオ撮像により得られた各撮像画像データに基づく各種の画像処
理を実行し、自車両の前方の立体物データや白線データ等の前方情報を認識し、これら認
識情報等に基づいて自車走行路を推定する。さらに、画像処理部３は、認識した立体物デ
ータ等に基づいて自車走行路上の先行車両の検出を行う。
　具体的に、画像処理部３は、ステレオ撮像された各撮像画像データに基づく処理として
、例えば以下のような処理を行う。先ず、各撮像画像データとしての撮像画像対に対し、
対応する位置のずれ量（視差）から三角測量の原理によって距離情報を生成する。そして
、距離情報に対して周知のグルーピング処理を行い、グルーピング処理した距離情報を予
め記憶しておいた三次元的な道路形状データや立体物データ等と比較することにより、白
線データ、道路に沿って存在するガードレール、縁石等の側壁データ、車両等の立体物デ
ータ等を抽出する。さらに、画像処理部３は、白線データや側壁データ等に基づいて自車
走行路を推定し、自車走行路上に存在する立体物であって、自車両と略同じ方向に所定の
速度（例えば、０Ｋｍ／ｈ以上）で移動するものを先行車両として抽出（検出）する。そ
して、先行車両を検出した場合には、その先行車情報として、車間距離ｃｄ（＝自車両と
の車間距離）、相対速度ｄｓ（＝車間距離ｃｄの変化割合）、先行車速ｓｓ（相対速度ｄ
ｓ＋自車速ｊｓ）、及び先行車加速度ｓａｃ（＝先行車速ｓｓの微分値）を算出する。な
お、自車速ｊｓは、後述する車速センサ１０ａが検出する自車両の走行速度（後述するセ
ット車速Ｓｔに対して「実速度」と呼ぶことができる）である。また、画像処理部３は、
先行車両の中で、特に先行車速ｓｓが所定値以下（例えば、４Ｋｍ／ｈ以下）で且つ加速
していないものは、略停止状態の先行車両として認識する。
　画像処理部３は、上記の先行車情報を例えば撮像画像データのフレームごとに算出し、
算出した先行車情報を逐次、メモリ４に記憶（保持）させる。
【００１９】
　運転支援制御部５は、例えばＣＰＵ（Central Processing Unit）、ＲＯＭ（Read Only
 Memory）、ＲＡＭ（Random Access Memory）等を備えたマイクロコンピュータで構成さ
れ、メモリ４に保持された画像処理部３による画像処理の結果や、センサ・操作子類１０
で得られる検出情報、操作入力情報等に基づき、運転支援のための各種の制御処理（以下
「運転支援制御処理」と表記）を実行する。運転支援制御部５は、同じくマイクロコンピ
ュータで構成された表示制御部６、エンジン制御部７、トランスミッション制御部８、ブ
レーキ制御部９の各制御部とバス１５を介して接続されており、これら各制御部との間で
相互にデータ通信を行うことが可能とされる。運転支援制御部５は、上記の各制御部のう
ち必要な制御部に対して指示を行って運転支援に係る動作を実行させる。
【００２０】
　実施の形態の運転支援制御部５は、運転支援制御処理の一つとして、車間距離制御付ク
ルーズコントロール（ＡＣＣ：Adaptive Cruise Control）を実現するための処理を行う
。ＡＣＣでは、センサ・操作子類１０に設けられた所定の操作子による操作入力に基づい
て、目標車速Ｓｔと目標車間距離Ｄｔがセットされる。なお、本例において、運転者は操
作により「長」、「中」、「短」の三つの車間距離モードから任意の車間距離モードを選
択可能とされ、運転支援制御部５は、例えば、自車速ｊｓに応じて、選択されたモード毎
に異なる目標車間距離Ｄｔを設定する。
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　なお、以下「目標車速Ｓｔ」については「セット車速Ｓｔ」と表記する。
【００２１】
　運転支援制御部５は、ＡＣＣ中において、先行車両が検出されていない場合には自車速
ｊｓをセット車速Ｓｔに収束させる定速走行制御を行う。
　また、運転支援制御部５は、定速走行制御中に先行車両を認識した場合には、当該先行
車両との車間距離ｃｄを目標車間距離Ｄｔに収束させる追従走行制御（追従停止、追従発
進も含む）を行う。具体的に、運転支援制御部５は、例えば、自車速ｊｓとセット車速Ｓ
ｔとの車速偏差（例えば「Ｓｔ－ｊｓ」）を計算し、予め設定されたマップ等を参照する
ことにより、車速偏差と自車速ｊｓとに応じた候補目標加速度Ａｃ１を計算する。この際
、車速偏差が正値である場合、候補目標加速度Ａｃ１としては、自車速ｊｓに応じた上限
値の範囲内において、車速偏差が大きくなるほど大きな値が設定される。一方、車速偏差
が負値である場合、候補目標加速度Ａｃ１としては自車速ｊｓに応じた下限値の範囲内に
おいて、速度偏差が小さくなるほど小さな値が設定される（車速偏差が負側に大きくなる
ほど減速側に大きな値が設定される）。
【００２２】
　また、定速走行制御中から追従走行制御に移行すると、運転支援制御部５は、上述の候
補目標加速度Ａｃ１に加え、車間距離ｃｄを目標車間距離Ｄｔに収束させるための候補目
標加速度Ａｃ２を演算する。運転支援制御部５には、例えば、車間距離のモード「短」及
び「長」に対応する目標車間距離Ｄｔの設定用マップが予め設定されて格納されており、
モードが「短」或いは「長」である場合には、該当するマップを用いて自車速ｊｓに応じ
た目標車間距離Ｄｔを設定し、モードが「中」の場合にはモードが「短」及び「長」のと
きにそれぞれ計算される値の中間値を目標車間距離Ｄｔとして設定する。また、運転支援
制御部５は、例えば、目標車間距離Ｄｔと車間距離ｃｄとの距離偏差（例えば「Ｄｔ－ｃ
ｄ」）を計算すると共に、当該距離偏差と前述した相対速度ｄｓとをパラメータとして予
め設定されたマップ等を参照して候補目標加速度Ａｃ２を計算する。
【００２３】
　運転支援制御部５は、定速走行制御時においては候補目標加速度Ａｃ１を基本となる目
標加速度（以下「基本目標加速度Ａｒ」と表記する）として設定し、追従走行制御時にお
いては候補目標加速度Ａｃ１，Ａｃ２のうちの何れか小値を基本目標加速度Ａｒとして設
定する。
【００２４】
　本例の運転支援制御部５は、このように計算した基本目標加速度Ａｒに基づいて、エン
ジン制御部７に対する要求トルクＴｓの出力（指示）、ブレーキ制御部９に対する液圧の
出力、及びトランスミッション制御部８に対する変速比Ｈｓの出力を行って、ＡＣＣを実
現する。
【００２５】
　センサ・操作子類１０は、自車両に設けられた各種のセンサや操作子を包括的に表して
いる。センサ・操作子類１０が有するセンサとしては、自車両の速度を自車速ｊｓとして
検出する速度センサ１０ａ、ブレーキペダルの操作／非操作に応じてＯＮ／ＯＦＦされる
ブレーキスイッチ１０ｂ、アクセルペダルの踏込み量からアクセル開度を検出するアクセ
ル開度センサ１０ｃ、操舵角を検出する舵角センサ１０ｄ、ヨーレート（Yaw Rate）を検
出するヨーレートセンサ１０ｅ、及び加速度を検出するＧセンサ１０ｆがある。
　さらに、センサとしては、勾配センサ１０ｇを有する。勾配センサ１０ｇとしては、例
えば、ジャイロセンサを用いることができる。或いは、車両の加速／減速等による誤差の
吸収のために、複数のセンサを組み合わせた構成としてもよい。例えば、「特開平１１－
３５１８６４」などに開示されるように、車両が水平方向に受ける加速度信号を出力する
加速度センサと、車速に関連する回転部材の回転速度に基づいて車両加速度を求める実加
速度センサとを用い、加速度センサによって得られる加速度と実加速度センサによって得
られる加速度との差に基づいて道路勾配を検出する構成などを採用することができる。な
お、勾配センサ１０ｇとしては加速度信号に基づき勾配を推定するものに限らず、例えば
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、自車両の走行抵抗と車輪駆動力との関係又はエンジン負荷等に基づいて勾配を推定する
ものであってもよい。
　また、図示は省略したが、センサ・操作子類１０は、他のセンサとして、例えばエンジ
ン回転数センサ、吸入空気量を検出する吸入空気量センサ、吸気通路に介装されてエンジ
ンの各気筒に供給する吸入空気量を調整するスロットル弁の開度を検出するスロットル開
度センサ、エンジン温度を示す冷却水温を検出する水温センサ、車外の気温を検出する外
気温センサ等も有する。
　また、操作子としては、エンジンの始動／停止を指示するためのイグニッションスイッ
チや、前述したＡＣＣ関連の操作を行うための操作子、自動変速機における自動変速モー
ド／手動変速モードの選択や手動変速モード時におけるシフトアップ／ダウンの指示を行
うためのセレクトレバーや、後述する表示部１１に設けられたＭＦＤ（Multi Function D
isplay）における表示情報の切り換えを行うための表示切換スイッチなどがある。
【００２６】
　なお、本例において、自動変速機はＣＶＴ（Continuously Variable Transmission：無
段変速機）であり、上記のシフトアップ／ダウンは、接続するギヤを変更する動作ではな
く、変速比を段階的に変化させる動作を意味する。
【００２７】
　表示部１１は、運転者の前方に設置されているメータパネル内に設けられたスピードメ
ータやタコメータ等の各種メータやＭＦＤ、及びその他運転者に情報提示を行うための表
示デバイスを包括的に表している。ＭＦＤには、自車両の総走行距離や外気温、瞬間燃費
等といった各種の情報を同時又は切り換えて表示可能とされる。
【００２８】
　表示制御部６は、センサ・操作子類１０における所定のセンサからの検出信号や操作子
による操作入力情報等に基づき、表示部１１による表示動作を制御する。例えば、運転支
援制御部５からの指示に基づき、運転支援の一環として表示部１１（例えばＭＦＤの所定
領域）に所定の注意喚起メッセージを表示させることが可能とされている。
【００２９】
　エンジン制御部７は、センサ・操作子類１０における所定のセンサからの検出信号や操
作子による操作入力情報等に基づき、エンジン関連アクチュエータ１２として設けられた
各種アクチュエータを制御する。エンジン関連アクチュエータ１２としては、例えばスロ
ットル弁を駆動するスロットルアクチュエータや燃料噴射を行うインジェクタ等のエンジ
ン駆動に係る各種のアクチュエータが設けられる。
　例えば、エンジン制御部７は、前述したイグニッションスイッチの操作に応じてエンジ
ンの始動／停止制御を行う。また、エンジン制御部７は、エンジン回転数センサやアクセ
ル開度センサ１０ｃ等の所定のセンサからの検出信号や、運転支援制御部５が出力する要
求トルクＴｓなどの情報に基づき、燃料噴射タイミング、燃料噴射パルス幅、スロットル
開度等の制御も行う。エンジン制御部７は、ＡＣＣ中においては、運転支援制御部５が目
標加速度Ａｓに基づき計算・出力した要求トルクＴｓと、後述する自動変速機の変速比と
に基づき、スロットル開度を例えばマップ等から求め、求めたスロットル開度に基づきス
ロットルアクチュエータの制御（エンジンの出力制御）を行う。
【００３０】
　トランスミッション制御部８は、センサ・操作子類１０における所定のセンサからの検
出信号や操作子による操作入力情報等に基づき、トランスミッション関連アクチュエータ
１３として設けられた各種のアクチュエータを制御する。トランスミッション関連アクチ
ュエータ１３としては、例えば自動変速機の変速制御を行うためのアクチュエータが設け
られる。
　例えば、トランスミッション制御部８は、前述したセレクトレバーによって自動変速モ
ードが選択されている際には、所定の変速パターンに従い変速信号を上記のアクチュエー
タに出力して変速制御を行う。また、トランスミッション制御部８は、手動変速モードの
設定時には、セレクトレバーによるシフトアップ／ダウン指示に従った変速信号を上記の
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アクチュエータに出力して変速制御を行う。
　ここで、前述のように本例における自動変速機はＣＶＴとされ、上記の自動変速モード
設定時の変速制御としては、変速比を連続的に変化させる制御が行われる。
【００３１】
　ブレーキ制御部９は、センサ・操作子類１０における所定のセンサからの検出信号や操
作子による操作入力情報等に基づき、ブレーキ関連アクチュエータ１４として設けられた
各種のアクチュエータを制御する。ブレーキ関連アクチュエータ１４としては、例えば、
ブレーキブースターからマスターシリンダへの出力液圧やブレーキ液配管内の液圧をコン
トロールするための液圧制御アクチュエータ等、ブレーキ関連の各種のアクチュエータが
設けられる。例えば、ブレーキ制御部９は、運転支援制御部５から出力された液圧の指示
情報に基づき、上記の液圧制御アクチュエータを制御して自車両を制動させる。またブレ
ーキ制御部９は、所定のセンサ（例えば車軸の回転速度センサや車速センサ１０ａ）の検
出情報から車輪のスリップ率を計算し、スリップ率に応じて上記の液圧制御アクチュエー
タにより液圧を加減圧させることで、所謂ＡＢＳ（Antilock Brake System）制御を実現
する。
【００３２】
　＜２．実施の形態のＡＣＣ制御＞
　図２は、運転支援制御部５が実行するＡＣＣ制御に係る処理の概要を説明するための図
であり、運転支援制御部５が実行する各種の処理を機能ごとに分けてブロック化して示し
ている。
　図示するように運転支援制御部５は、目標加速度設定処理部５ａ、自動ブレーキ介入制
御処理部５ｂ、変速後回転数上限設定処理部５ｃ、変速比選択処理部５ｄ、割込制御処理
部５ｅ、及び規制緩和処理部５ｆを有している。
　目標加速度設定処理部５ａは、メモリ４に保持された先行車情報、及び車速センサ１０
ａが検出した自車速ｊｓの情報に基づき、前述した基本目標加速度Ａｒの計算、及び計算
した基本目標加速度Ａｒに基づく目標加速度Ａｓの設定を行う。なお、基本目標加速度Ａ
ｒの計算手法については既に説明済みであるための重複説明は避ける。
【００３３】
　自動ブレーキ介入制御処理部５ｂは、目標加速度Ａｓに基づいたエンジンの出力制御で
は十分な減速が得られない（つまり減速が不足する）と判定した場合に、ブレーキの自動
介入制御による制動力を発生させる自動ブレーキ介入制御処理を行う。自車両が下り勾配
路を走行中である場合、スロットル開度を０としても自車速ｊｓが目標の速度を超えてし
まう場合がある。自動ブレーキ介入制御処理では、そのようなケースに対応して、ブレー
キ関連アクチュエータ１４として設けられた液圧制御アクチュエータについて必要な液圧
を計算し、ブレーキ制御部９に指示する。
【００３４】
　変速後回転数上限設定処理部５ｃは、少なくとも自車速ｊｓに基づき回転数上限値の基
本値である基本回転数上限値ＲＬｒを求める。ここで言う「回転数上限値」は、変速後の
エンジン回転数の上限値を定めたものであり、以下で説明する変速比選択処理部５ｄが選
択可能な変速比Ｈｓの範囲を規制するための変速比選択規制情報として機能する。すなわ
ち、変速比Ｈｓの選択において、変速後のエンジン回転数が回転数上限値を超えてしまう
変速比Ｈｓの選択は不可とされている。変速後回転数上限設定処理部５ｃは、例えばマッ
プ等により、現在の自車速ｊｓに応じた回転数上限値を基本回転数上限値ＲＬｒとして求
める。なお、基本回転数上限値ＲＬｒは、自車速ｊｓのみに基づき求めるのではなく、自
車速ｊｓと勾配センサ１０ｇが検出する勾配とに基づいて求める等、自車速ｊｓ以外の他
の要素も考慮して求めることができる。
【００３５】
　変速比選択処理部５ｄは、自車速ｊｓと、勾配センサ１０ｇが検出した勾配と、上記し
た基本回転数上限値ＲＬｒに基づき設定される回転数上限値ＲＬｓとに基づいて自動変速
機の変速比Ｈｓを選択する。具体的に、運転支援制御部５には、例えば、自車速ｊｓと変
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速比Ｈｓとの対応関係を定めた変速マップとして、平坦路走行用の変速マップ（以下「平
坦路変速マップ」と表記）と勾配路走行用の変速マップ（以下「勾配路用変速マップ」と
表記）とが設定されており、変速比選択処理部５ｄは、勾配センサ１０ｇが検出した勾配
に基づき自車両の走行路の勾配が所定以上の勾配（上り坂又は下り坂の双方）であるか否
かを判定し、所定以上の勾配でない場合は、自車速ｊｓと平坦路用変速マップと回転数上
限値ＲＬｓとに基づいて変速比Ｈｓを選択し、所定以上の勾配である場合は自車速ｊｓと
勾配路用変速マップと回転数上限値ＲＬｓとに基づいて変速比Ｈｓを選択する。
　勾配路用変速マップにおける自車速ｊｓと変速比Ｈｓとの対応関係は、平坦路用変速マ
ップと比較して、同じ自車速ｊｓに対しより大きな変速比Ｈｓ（より低速側の変速比Ｈｓ
）が選択される傾向となるように定められている。すなわち、平坦路から勾配路に遷移し
た際にダウンシフトが生じ易い傾向とされている。
　なお、変速比Ｈｓの選択にあたっては、エンジンにかかる負荷を考慮してもよい。例え
ば、自車速ｊｓとスロットル開度の情報とに基づき、マップ等により変速比Ｈｓを求める
手法等を挙げることができる。
【００３６】
　ここで、前述した特許文献１にも記載されているように、勾配センサ１０ｇには誤差が
生じることがあり、その場合には、本来であれば下り坂走行中に勾配路用変速マップによ
ってダウンシフトが行われるべきケースにおいて、平坦路用変速マップが参照されてダウ
ンシフトが行われないという問題が生じ、不必要にブレーキがＯＮされてしまう。
　そこで、本実施の形態においても、特許文献１に記載される割込制御と同様の制御を行
う。つまり、自車両が下り坂を走行中の場合においてＡＣＣ中のブレーキ自動介入が所定
時間以上経過した場合に、目標加速度Ａｓを強制的に下げ側にオフセットさせて比較的強
い減速が行われるようにする。
【００３７】
　図２に示す割込制御処理部５ｅは、このような割込制御に係る処理を行う。
　図３は、割込制御処理部５ｅが行う割込制御処理の概要を説明するための図であり、自
車両が下り坂を走行中である場合における基本目標加速度Ａｒ、目標加速度Ａｓ、スロッ
トル開度、ブレーキのＯＮ／ＯＦＦ状態の遷移例を示している。
　先ず、割込制御処理では、ＡＣＣ中のブレーキ自動介入時間が所定時間Ｘ以上経過した
か否かを判定する。すなわち、前述した自動ブレーキ介入制御処理部５ｂによりブレーキ
がＯＮされてからの経過時間が所定時間Ｘ以上であるか否かを判定する。そして、ブレー
キ自動介入時間が所定時間Ｘ以上経過した場合には、基本目標加速度Ａｒの値をより小さ
い値に引き下げ、該引き下げた状態を基本目標加速度Ａｒが正値による閾値ＴＨ－Ａｒに
達するまで維持する（図中「割込制御」）。
【００３８】
　このとき、割込制御処理部５ｅは、ブレーキ自動介入制御の継続時間が所定時間Ｘ以上
となったことに応じて、割込フラグＦｉ＝１に設定する。割込フラグＦｉは、割込制御を
実行すべきか否かを表すフラグであり、本例では後述する「禁止後制御」の終了に応じて
初期値である０に戻される。また、割込制御処理部５ｅは、ブレーキ自動介入制御の継続
時間が所定時間Ｘ以上となった場合には、その時点における基本目標加速度Ａｒをデジタ
ルフィルタによる第一フィルタに入力する。第一フィルタは、目標値を負値による所定値
Ａｔ（図３参照）とした時定数フィルタであり、当該第一フィルタの出力値は、入力され
た基本目標加速度Ａｒの値から時間経過と共に徐々に所定値Ａｔに向けて低下し、所定値
Ａｔに至った後は所定値Ａｔで一定に推移する。
【００３９】
　運転支援制御部５は、割込フラグＦｉ＝１であるときは第一フィルタの出力値を目標加
速度Ａｓとして設定する。よって、ブレーキ自動介入制御の継続時間が所定時間Ｘ以上と
なった時点以降において、目標加速度Ａｓは図のようにより低い所定値Ａｔに向けて徐々
に低下し、所定値Ａｔで一定に推移する。これにより、定速走行制御によってより強い減
速が行われ、自車速ｊｓは一時的に目標車速（セット車速Ｓｔ）に対して比較的大きく低



(10) JP 2016-88179 A 2016.5.23

10

20

30

40

50

下する。この結果、その後の期間にブレーキをＯＦＦとする期間を発生させることができ
、ブレーキのＯＮ状態が長時間にわたって継続してしまう事態の発生を防止している。
【００４０】
　また、割込制御処理では、基本目標加速度Ａｒが正値による閾値ＴＨ－Ａｒに達した以
降は、所定時間Ｙが経過するまでの間、エンジンの出力制御及びブレーキの自動介入制御
の実行を禁止する禁止制御を行う。これは、特にエンジンの出力制御による積極的な加速
等によって割込制御後の自車速ｊｓが急変することの抑制を図るものである。
　この禁止制御に関して、割込制御処理部５ｅは、基本目標加速度Ａｒが閾値ＴＨ－Ａｒ
に達したことに応じて、禁止フラグＦｐ＝１に設定する。禁止フラグＦｐ＝１は禁止制御
を実行すべきか否かを表すフラグである（本例では後述する「禁止後制御」の終了に応じ
て初期値である０に戻される）。運転支援制御部５は、禁止フラグＦｐ＝１であるときは
、エンジンの出力制御及びブレーキの自動介入制御を実行しないようにされている。具体
的に、本例においては、禁止フラグＦｐ＝１であるときは目標加速度Ａｓに基づくエンジ
ン制御部７に対する要求トルクＴｓの出力及びブレーキ制御部９に対する液圧（ブレーキ
液圧）の出力を行わないことで、エンジンの出力制御及びブレーキの自動介入制御が非実
行とされる。
【００４１】
　また、割込制御処理部５ｅは、基本目標加速度Ａｒが閾値ＴＨ－Ａｒに達した場合には
、上記のように禁止フラグＦｐ＝１に設定する一方で、その時点（Ａｒ≧ＴＨ－Ａｒとな
った時点）での目標加速度Ａｓ（＝所定値Ａｔ）をデジタルフィルタとしての第二フィル
タに入力する。第二フィルタは、基本目標加速度Ａｒを目標値として、入力値を基本目標
加速度Ａｒに徐々に収束させるフィルタ処理を行う。すなわち、第二フィルタの出力値は
、最終的には基本目標加速度Ａｒと同値となる。
　当該第二フィルタの出力値は、次に説明する禁止後制御において用いられる。
【００４２】
　禁止後制御は、上記の所定時間Ｙにわたる禁止制御の終了に応じて、第二フィルタの出
力値が基本目標加速度Ａｒと一致するまでの間、第二フィルタの出力値を目標加速度Ａｓ
として設定して定速走行制御を行うものである。
　この禁止後制御の実現のため、割込制御処理部５ｅは、基本目標加速度Ａｒが閾値ＴＨ
－Ａｒに達した時点から所定時間Ｙが経過したことに応じて、禁止後フラグＦａ＝１に設
定する。禁止後フラグＦａは、禁止後制御を開始すべきか否かを表すフラグであり、当該
禁止後制御の終了（つまり第二フィルタの出力値＝Ａｒとなった時点）に応じて初期値で
ある０に戻される。
　運転支援制御部５は、禁止後フラグＦａ＝１であるときは第二フィルタの出力値を目標
加速度Ａｓとして設定し、当該目標加速度Ａｓに基づいてエンジン制御部７に対する要求
トルクの出力及びブレーキ制御部９に対するブレーキ液圧の出力を行う。
【００４３】
　このような禁止後制御を実行することで、基本目標加速度Ａｒを目標加速度Ａｓとして
設定して行われるその後の定速走行制御（つまり割込制御前と同様の通常の定速走行制御
）への移行がスムーズに行われるようにできる。
【００４４】
　ここで、本例では、上述した割込制御によって、自車両が下り坂を走行中である場合に
勾配センサ１０ｇの誤差に起因して生じる虞のある長時間ブレーキの対策を行っているが
、走行中の下り坂が比較的長く続くものである場合には、割込制御が頻発する虞があり、
その場合には割込制御に伴う比較的強めのブレーキが頻発し、この点でブレーキのフェー
ドが問題となる。
【００４５】
　そこで、本実施の形態では、図２に示す規制緩和処理部５ｆにより、割込制御が頻発す
るケースへの対策を行っている。
　図４を参照し、規制緩和処理部５ｆが行う規制緩和処理について説明する。なお、図４
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では自車両が比較的長い下り坂を走行中の場合における基本目標加速度Ａｒ、目標加速度
Ａｓ、スロットル開度、ブレーキのＯＮ／ＯＦＦ状態、及び自動変速機の変速比の遷移例
を示している。
【００４６】
　規制緩和処理では、割込制御の発生頻度に基づいて、前述した変速比選択処理部５ｄが
変速比Ｈｓの選択で用いる回転数上限値ＲＬｓを上昇させて、変速比Ｈｓの選択に係る規
制を緩和させる。具体的に、規制緩和処理部５ｆは、割込制御の発生回数をカウントし、
カウント値が設定された閾値ＴＨ－Ｗ（例えば「３」）に達したことに応じて、規制緩和
フラグＦｄ＝１に設定する。
　ここで、本例では、割込制御の発生回数のカウントは、同一の下り坂内における割込制
御の発生頻度を適切に検出可能とするべく、発生間隔についての時間条件を満たす割込制
御の発生回数を有効な発生回数としてカウントする。具体的に、この場合における発生回
数のカウントは、前回の割込制御発生時からの経過時間に応じてカウント値を適宜リセッ
トしつつ行う。より具体的には、割込制御の発生を検出したときに、前回の割込制御発生
の検出時点からの経過時間が所定時間（例えば、３０秒～１分程度）以内か否かを判定し
、所定時間以内でない場合は発生回数のカウント値をリセットし、所定時間以内であれば
発生回数のカウント値を＋１する。
【００４７】
　変速比選択処理部５ｄは、上記のように規制緩和フラグＦｄ＝１とされた場合には、変
速後回転数上限設定処理部５ｃが求めた基本回転数上限値ＲＬｒに＋αした値を回転数上
限値ＲＬｓとして設定し、当該回転数上限値ＲＬｓを用いて変速比Ｈｓの選択を行う。
【００４８】
　この際、基本回転数上限値ＲＬｒに加算する「α」の値は、自車速ｊｓに応じて可変と
してもよい。すなわち、変速比選択規制情報に基づく変速比Ｈｓの選択規制の緩和度を実
車速に応じて変化させるものである。この場合、変速比選択処理部５ｄは、例えばマップ
等により自車速ｊｓに応じたαの値を取得して、取得した値を基本回転数上限値ＲＬｒに
加算した値を回転数上限値ＲＬｓとして設定する。
【００４９】
　上記のような規制緩和処理が実行されて回転数上限値ＲＬｓが引き上げられることで、
割込制御が頻発する長い下り坂を走行中である場合に対応して、より低速側の変速比への
ダウンシフトが行われるように促すことができる。そして、ダウンシフトが実行されれば
、割込制御に伴い設定される目標加速度Ａｓ（減速度）を得るための制動力は、ブレーキ
のみでなく当該ダウンシフトに伴うエンジンブレーキの作用によっても担われるため、ブ
レーキ側の負担を軽減でき、ブレーキのフェードの抑制が図られる。図４では、規制緩和
処理の開始により比較的早期にブレーキがＯＦＦとされた例を示しており、この場合には
ブレーキ側の負担を大幅に軽減することができる。
【００５０】
　規制緩和処理部５ｆは、規制緩和フラグＦｄ＝１として規制緩和処理を開始した後は、
規制緩和を解除する所定の条件（以下「規制緩和解除条件」と表記）が成立するまで規制
緩和フラグＦｄ＝１を維持し、規制緩和解除条件の成立に応じて規制緩和フラグＦｄを初
期値である０に戻し、規制緩和処理を終了する。
　規制緩和解除条件としては、例えば、自車両が下り坂（下り勾配路）の終了点に至った
と推定されたことを条件とする。本例では、下り勾配路の終了は、目標加速度Ａｓの推移
から推測する。具体的には、規制緩和フラグＦｄ＝１を設定中に実行された禁止後制御が
終了した以降の期間において、目標加速度Ａｓが上昇に転じ且つ該上昇が所定時間Ｚ（例
えば、５秒程度）以上継続したか否かを判別し、該上昇が所定時間Ｚ以上継続した場合に
は自車両が下り勾配路の終了点に至ったと推定する。
　なお、上記のように目標加速度Ａｓが上昇に転じたことのみでなく上昇の継続時間も要
件としていることで、何らかの要因による目標加速度Ａｓの一時的な上昇への反応を防止
でき、下り勾配路終了点の推定精度の向上が図られる。
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【００５１】
　＜３．処理手順＞
　上記により説明した実施の形態のＡＣＣ制御を実現するにあたり運転支援制御部５が実
行する具体的な処理の手順を図５～図７のフローチャートを参照して説明する。
　図５は、基本目標加速度Ａｒの計算から目標加速度Ａｓに応じた要求トルクＴｓ、ブレ
ーキ液圧、及び選択した変速比Ｈｓを出力するまでのＡＣＣのメイン処理のフローチャー
トである。図６は、前述した割込制御、禁止制御、及び禁止後制御を実現する割込制御処
理部５ｅに対応した処理のフローチャートであり、図７は規制緩和処理部５ｆに対応する
処理のフローチャートである。
　なお、図５のメイン処理は撮像部２による撮像画像のフレーム周期と同期した周期で繰
り返し実行され、図６、図７の処理も例えば所定の周期などで繰り返し実行される。
【００５２】
　図５に示すメイン処理において、運転支援制御部５は、ステップＳ１０１で基本目標加
速度Ａｒを前述した手法により計算し、ステップＳ１０２で割込フラグＦｉ＝１であるか
否かを判定する。割込フラグＦｉ＝１でなければ、運転支援制御部５はステップＳ１０３
に進んで基本目標加速度Ａｒを目標加速度Ａｓとして設定し、ステップＳ１０８に進む。
【００５３】
　一方、割込フラグＦｉ＝１であれば、運転支援制御部５はステップＳ１０３に進み、禁
止フラグＦｐ＝１であるか否かを判別し、禁止フラグＦｐ＝１でなければステップＳ１０
５に進んで第一フィルタの出力値を目標加速度Ａｓとして設定し、ステップＳ１０８に進
む。これにより、割込フラグＦｉ＝１だが禁止フラグＦｐ＝１ではない割込制御中には、
第一フィルタの出力値に基づいた定速走行制御が行われる。なお、割込フラグＦｉは、図
６のステップＳ２０３で「１」に設定され、これに続くステップＳ２０４で第一フィルタ
に対する基本目標加速度Ａｒの入力が行われる。
【００５４】
　また、禁止フラグＦｐ＝１であれば、運転支援制御部５はステップＳ１０６に進んで禁
止後フラグＦａ＝１であるか否かを判定し、禁止後フラグＦａ＝１でなければ、この図に
示すメイン処理を終える。すなわち、割込フラグＦｉ＝１且つ禁止フラグＦｐ＝１だが禁
止後フラグＦａ＝１ではない禁止制御中には、後述するステップＳ１１８又はステップＳ
１２０による要求トルクＴｓ、ブレーキ液圧の出力は行われず、エンジンの出力制御及び
ブレーキの自動介入制御が非実行とされる。
【００５５】
　一方、禁止後フラグＦａ＝１であれば、運転支援制御部５はステップＳ１０７に進み、
第二フィルタの出力値を目標加速度Ａｓとして設定し、ステップＳ１０８に進む。これに
より、割込フラグＦｉ＝１且つ禁止フラグＦｐ＝１且つ禁止後フラグＦａ＝１ある禁止後
制御中には、第二フィルタの出力値に基づいた定速走行制御が行われる。
　なお、禁止フラグＦｐは、図６のステップＳ２０７で「１」に設定され、これに応じス
テップＳ２０９でその時点での目標加速度Ａｓの第二フィルタへの入力が行われる。
【００５６】
　ステップＳ１０８で運転支援制御部５は、目標加速度Ａｓを得るための基本要求トルク
Ｔｒを求める。基本要求トルクＴｒは、例えば目標加速度Ａｓと要求トルクＴｒとの対応
関係を表したマップを参照して求める。
【００５７】
　続くステップＳ１０９で運転支援制御部５は、自車速ｊｓに基づいて基本回転数上限値
ＲＬｒを前述した手法により求める。そして、ステップＳ１１０で運転支援制御部５は、
規制緩和フラグＦｄ＝１であるか否かを判定する。規制緩和フラグＦｄ＝１でなければ、
運転支援制御部５はステップＳ１１１に進み、基本回転数上限値ＲＬｒを回転数上限値Ｒ
Ｌｓとして設定してステップＳ１１３に進む。
　一方、規制緩和フラグＦｄ＝１であれば、運転支援制御部５はステップＳ１１２に進み
、基本回転数上限値ＲＬｒ＋αを回転数上限値ＲＬｓとして設定した上でステップＳ１１
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３に進む。これにより、変速比Ｈｓの選択に係る規制の緩和が実現される。なお、規制緩
和フラグＦｄは、図７のステップＳ３１０で「１」に設定される。前述もしたが、「α」
の値は、自車速ｊｓに応じて変化させることができる。
【００５８】
　ステップＳ１１３において運転支援制御部５は、自車速ｊｓと、勾配センサ１０ｇが検
出した勾配と、上記ステップＳ１１１又はＳ１１２で設定した回転数上限値ＲＬｓとに基
づき、前述した手法により変速比Ｈｓを選択する。
【００５９】
　ステップＳ１１３で変速比Ｈｓを選択したことに応じ、運転支援制御部５はステップＳ
１１４で基本要求トルクＴｒ＜０であるか否かを判定する。基本要求トルクＴｒ＜０でな
ければ、運転支援制御部５はステップＳ１１５の加速側処理として、基本要求トルクＴｒ
を要求トルクＴｓとしてエンジン制御部７に出力し、且つステップＳ１１３で選択した変
速比Ｈｓをトランスミッション制御部８に出力する処理（この際、ブレーキ液圧としては
「０」を出力）を実行し、メイン処理を終える。
【００６０】
　一方、基本要求トルクＴｒ＜０であれば、運転支援制御部５はステップＳ１１６に進み
、変速比がステップＳ１１３で選択した変速比Ｈｓ、スロットル開度が「０」とされた場
合における発生トルクＴｇを例えばマップ等により求めた上で、続くステップＳ１１７で
発生トルクＴｇが基本要求トルクＴｒよりも大きいか否かを判定する。これは、ＡＣＣ中
における減速側の制御が必要な場合（自車両が下り勾配路を走行中のケース）において、
エンジンの出力制御では十分な減速が得られない状態であるか否かを判定していることに
相当する。
【００６１】
　ステップＳ１１７において、発生トルクＴｇが基本要求トルクＴｒよりも大きくない（
エンジンの出力制御で十分な減速が得られる）と判定した場合、運転支援制御部５はステ
ップＳ１１８に進み、ブレーキ液圧、要求トルクＴｓ、変速比Ｈｓの出力処理として、そ
れぞれブレーキ液圧＝０、要求トルクＴｓ＝基本要求トルクＴｒ、変速比Ｈｓ＝ステップ
Ｓ１１３で選択した変速比Ｈｓ、をブレーキ制御部９、エンジン制御部７、トランスミッ
ション制御部８に出力する処理を行い、メイン処理を終える。
【００６２】
　一方、ステップＳ１１７において発生トルクＴｇが基本要求トルクＴｒよりも大きい（
エンジンの出力制御では十分な減速が得られない）と判定した場合、運転支援制御部５は
ステップＳ１１９に進み、「基本要求トルクＴｒ－発生トルクＴｇ」の値をブレーキ液圧
に換算した上で、ステップＳ１２０のブレーキ液圧、要求トルクＴｓ、変速比Ｈｓの出力
処理として、それぞれブレーキ液圧＝ステップＳ１１９で換算した値、要求トルクＴｓ＝
発生トルクＴｇ、変速比Ｈｓ＝ステップＳ１１３で選択した変速比Ｈｓ、をブレーキ制御
部９、エンジン制御部７、トランスミッション制御部８に出力する処理を行い、メイン処
理を終える。
【００６３】
　次に、図６の割込制御処理部５ｅに対応した処理を説明する。
　図６において、運転支援制御部５はステップＳ２０１で、割込フラグＦｉ＝１か否かを
判定し、割込フラグＦｉ＝１でなければステップＳ２０２に進み、ブレーキの自動介入制
御の継続時間が所定時間Ｘ以上であるか否かを判定する。ブレーキの自動介入制御の継続
時間が所定時間Ｘ以上でなければ、運転支援制御部５はこの図に示す処理を終える。
【００６４】
　一方、ブレーキの自動介入制御の継続時間が所定時間Ｘ以上であれば、運転支援制御部
５はステップＳ２０３に進んで割込フラグＦｉ＝１に設定した上で、ステップＳ２０４で
基本目標加速度Ａｒ（例えば、直近のステップＳ１０１の処理で算出した値）を第一フィ
ルタに入力し、この図に示す処理を終える。
【００６５】
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　割込フラグＦｉ＝１となった以降は、先のステップＳ２０１で肯定結果が得られ、処理
がステップＳ２０５に進められる。
　ステップＳ２０５で運転支援制御部５は、禁止フラグＦｐ＝１であるか否かを判定し、
禁止フラグＦｐ＝１でなければ、ステップＳ２０６で基本目標加速度Ａｒが閾値ＴＨ－Ａ
ｒ以上であるか否かを判定する。基本目標加速度Ａｒが閾値ＴＨ－Ａｒ以上でない、つま
り禁止制御の開始条件が成立していなければ、運転支援制御部５はこの図に示す処理を終
える。
【００６６】
　一方、基本目標加速度Ａｒが閾値ＴＨ－Ａｒ以上であれば、運転支援制御部５はステッ
プＳ２０７に進んで禁止フラグＦｐ＝１に設定した上で、ステップＳ２０８で禁止制御の
継続時間を計時するための禁止時間カウンタのリセット＆カウントスタート処理を行い、
続くステップＳ２０９で目標加速度Ａｓ（例えば、直近のステップＳ１０５で設定された
値）を第二フィルタに入力する処理を行った上で、ステップＳ２１０に処理を進める。
　なお、先の説明から理解されるように、ステップＳ２０９で第二フィルタに入力する値
は、所定値Ａｔであってもよい。
【００６７】
　ステップＳ２１０で運転支援制御部５は、上記の禁止時間カウンタでカウントされる禁
止時間が所定時間Ｙ以上であるか否か、つまり禁止制御の終了条件（換言すれば禁止後制
御の開始条件）が成立したか否かを判定する。禁止時間が所定時間Ｙ以上ではない場合、
運転支援制御部５はこの図に示す処理を終える。
【００６８】
　ここで、禁止フラグＦｐ＝１に設定された以降は、先のステップＳ２０５で肯定結果が
得られ、処理がステップＳ２１０に進められる。つまり、これにより禁止フラグＦｐ＝１
となって禁止制御が開始された以降は、ステップＳ２１０で禁止時間≧所定時間Ｙとなる
まで待機するループが形成されている。
【００６９】
　ステップＳ２１０において、禁止時間が所定時間Ｙ以上であれば、運転支援制御部５は
ステップＳ２１１に進んで禁止後フラグＦａ＝１に設定した上で、ステップＳ２１２の処
理により目標加速度Ａｓが基本目標加速度Ａｒと一致するまで待機する。なお、先の図５
で説明したように、禁止後フラグＦａ＝１とされた以降はステップＳ１０７で第二フィル
タの出力値が目標加速度Ａｓとして設定されるので、上記ステップＳ２１２の処理は、こ
のような第二フィルタの出力値としての目標加速度Ａｓが基本目標加速度Ａｒ（例えば直
近のステップＳ１０１で計算された値）と一致するまで待機する処理となる。
【００７０】
　目標加速度Ａｓが基本目標加速度Ａｒと一致した場合、運転支援制御部５はステップＳ
２１３で割込フラグＦｉ、禁止フラグＦｐ、及び禁止後フラグＦａをそれぞれ初期値（０
）に戻し、この図に示す処理を終える。
【００７１】
　続いて、図７の規制緩和処理部５ｆに対応した処理を説明する。
　図７において、運転支援制御部５は、ステップＳ３０１で割込制御が発生するまで待機
する。割込制御が発生したか否かは、例えば、割込フラグＦｉが「０」→「１」に変化し
たか否かにより判定する。
【００７２】
　割込制御が発生した場合、運転支援制御部５はステップＳ３０２で初回フラグＦｓ＝１
であるか否かを判定する。初回フラグＦｓは、今回の割込制御の発生を、割込制御発生回
数のカウントにあたっての初回の発生として扱うべきか否かを識別するためのフラグであ
り、「１」が初回の発生として扱うべき旨を表す。
【００７３】
　初回フラグＦｓ＝１であれば、運転支援制御部５はステップＳ３０３に進んで経過時間
カウンタのリセット＆カウントスタート処理を実行し、続くステップＳ３０４で初回フラ
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グＦｓ＝０に設定した上で、ステップＳ３０８に進んで発生数カウンタの値をインクリメ
ント（＋１）する。
【００７４】
　一方、初回フラグＦｓ＝１でなければ、運転支援制御部５はステップＳ３０５に進み、
前回の割込制御発生からの経過時間、すなわち上記の経過時間カウンタで計時される経過
時間が、前述した所定時間ｍ以上であるか否かを判定する。
　ステップＳ３０５において、経過時間が所定時間ｍ以上である場合、運転支援制御部５
はステップＳ３０６に進み、初回フラグＦｓ＝１に設定した上で、続くステップＳ３０７
で発生数カウンタの値をリセットして、この図に示す処理を終える。つまり、新たに発生
した割込制御が、前回の割込制御発生から所定時間ｍ以上経過して発生したものであった
場合には、初回フラグＦｓが「１」に戻されると共に、発生数カウンタの値がリセットさ
れてそれまでの発生回数のカウントが無効化される。
【００７５】
　一方、ステップＳ３０５において、経過時間が所定時間ｍ以上でなければ、運転支援制
御部５はステップＳ３０８に進んで発生回数カウンタの値をインクリメントする。つまり
、前回の割込制御発生から所定時間ｍ以内に発生した割込制御については有効に発生数の
カウントが行われる。
【００７６】
　ステップＳ３０８で発生数カウンタをインクリメントしたことに応じ、運転支援制御部
５は、ステップＳ３０９で発生数カウンタの値が閾値ＴＨ－Ｗ以上であるか否か、つまり
規制緩和の開始条件成立か否かを判定する。発生数カウンタの値が閾値ＴＨ－Ｗ以上でな
ければ、運転支援制御部５はこの図に示す処理を終える。
【００７７】
　一方、発生数カウンタの値が閾値ＴＨ－Ｗ以上であれば、運転支援制御部５はステップ
Ｓ３１０に進んで規制緩和フラグＦｄ＝１に設定する。このように規制緩和フラグＦｄ＝
１に設定されることで、先のメイン処理（図５）において、回転数上限値ＲＬｓとして基
本回転数上限値ＲＬｒ＋αが設定され、変速比Ｈｓの選択に係る規制が緩和される。
【００７８】
　運転支援制御部５は、続くステップＳ３１１で発生数カウンタの値をリセットし、さら
に続くステップＳ３１２で初回フラグＦｓを「１」に戻した上で、ステップＳ３１３に進
む。
【００７９】
　ステップＳ３１３で運転支援制御部５は、規制緩和解除条件が成立するまで待機する。
前述のように、規制緩和解除条件の成立有無は、例えば、自車両が下り勾配路の終了点に
至ったと推定されたか否かにより判定し、本例では、規制緩和フラグＦｄ＝１を設定中に
実行された禁止後制御が終了した以降の期間において、目標加速度Ａｓが上昇に転じ且つ
該上昇が所定時間Ｚ以上継続したか否かを判別することで行う。そして、上昇が所定時間
Ｚ以上継続した場合に、自車両が下り勾配路の終了点に至ったとの判定結果を得る。
　規制緩和解除条件が成立した場合、運転支援制御部５はステップＳ３１４で規制緩和フ
ラグＦｄを初期値（０）に戻し、この図に示す処理を終える。
【００８０】
　＜４．実施の形態のまとめ＞
　上記のように本実施の形態の運転支援制御装置は、実車速と目標車速とに基づいて基本
目標加速度を計算し、基本目標加速度に基づいて目標加速度を設定する目標加速度設定部
（目標加速度設定処理部５ａ）と、目標加速度と変速機の変速比とに基づいてエンジンの
出力制御を行う出力制御部（本例では運転支援制御部５及びエンジン制御部７）と、負値
に設定された目標加速度に対しエンジンの出力制御では十分な減速が得られないと判定し
た場合に、ブレーキの自動介入制御による制動力を発生させる自動ブレーキ介入制御部（
自動ブレーキ介入制御処理部５ｂ）とを備えている。
　そして、自車両の走行路の勾配を検出する勾配検出部（勾配センサ１０ｇ）と、実車速
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と、勾配検出部が検出した勾配と、選択する変速比の範囲を規制する情報である変速比選
択規制情報とに基づいて変速比を選択する変速比選択部（変速比選択処理部５ｄ）と、ブ
レーキの自動介入制御が所定時間以上継続したと判定したことに応じ、目標加速度をより
小さい値に引き下げ、該引き下げた状態を基本目標加速度が正値による設定値に達するま
で維持する割込制御を行う割込制御部（割込制御処理部５ｅ）とを備えると共に、割込制
御の発生頻度に基づいて、変速比選択規制情報による規制を緩和させる変速比選択規制緩
和部（規制緩和処理部５ｆ）を備えている。
【００８１】
　これにより、割込制御が頻発する長い下り勾配路を走行中である場合に対応して、より
低速側の変速比へのダウンシフトを促す制御が行われる。
　従って、下り勾配路を走行中のクルーズコントロール制御に関して、ブレーキのフェー
ドの抑制を図ることができる。
　また、長い下り勾配路で一向に適切なダウンシフトが行われないことにより運転者が抱
く違和感の緩和も図ることができる。
【００８２】
　また、本実施の形態の運転支援制御装置においては、変速比選択規制緩和部は、自車両
が下り勾配路の終了点に至ったと推定されたことに応じて規制の緩和を解除している。
　これにより、下り勾配路が終了するまでブレーキのフェード抑制効果を継続させること
が可能とされ、ブレーキのフェードの抑制効果を高めることができる。
【００８３】
　さらに、本実施の形態の運転支援制御装置においては、変速比選択規制緩和部は、規制
の緩和度を実車速に応じて変化させている。
　これにより、下り勾配の大きさに応じて、適切な度合いで規制が緩和され、変速比選択
の規制緩和によるブレーキのフェード抑制効果が適切に得られるようにできる。
【００８４】
　さらにまた、本実施の形態の運転支援制御装置においては、変速比選択規制緩和部は、
発生間隔についての時間条件を満たす割込制御の発生回数をカウントし、該発生回数のカ
ウント値に基づいて規制を緩和させるか否かの判定を行っている。
　これにより、同一の下り勾配路内における割込制御の発生頻度を適切に検出可能とされ
、変速比選択の規制緩和によるブレーキのフェード抑制効果が適切に得られるようにでき
る。
【００８５】
　＜５．変形例＞
　以上、本発明の実施の形態について説明したが、本発明は上記で説明した具体例に限定
されず、多様な変形例が考えられるものである。
　例えば、上記では、本発明がＣＶＴとしての無段変速機を備えた車両に適用された場合
を例示したが、本発明はいわゆるＡＴ（Automatic Transmission）として有段の自動変速
機を備えた車両にも好適に適用できる。ＡＴの場合、変速比選択規制情報は変速段の下限
値を指定する情報とされるため、規制緩和としては、変速段の下限値をより低速側の数値
に緩和する形態により行う。例えば、４速が下限値であった場合にはより低速側の３速や
２速まで下限値を緩和するといった形態で行う。
【００８６】
　また、上記では、勾配の検出を加速度センサや走行抵抗と車輪駆動力との関係、又はエ
ンジン負荷等に基づいて行う場合を例示したが、勾配は、画像処理部３が求めた三次元的
な道路形状データから推測（検出）してもよい。
【００８７】
　また、上記では、先行車両の検出（先行車両までの距離の情報も含む）をカメラによる
撮像画像に基づいて行う例を示したが、先行車両の検出は例えばミリ波レーダ等の他のセ
ンシングデバイスを用いて行うこともできる。
【符号の説明】
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【００８８】
　１…車両制御システム、２…撮像部、５…運転支援制御部、５ａ…目標加速度設定処理
部、５ｂ…自動ブレーキ介入制御処理部、５ｄ…変速比選択処理部、５ｅ…割込制御処理
部、５ｆ…規制緩和処理部、７…エンジン制御部、８…トランスミッション制御部、９…
ブレーキ制御部、１０ａ…車速センサ、１０ｇ…勾配センサ

【図１】 【図２】
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